
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

省

令

規

則

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る

規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

別
表
（
第
四
条
関
係
）

別
表
（
第
四
条
関
係
）

職

員

年

齢

職

員

年

齢

事
務
次
官
（
外
交
領
事
事
務
に

従
事
す
る
職
員
で
人
事
院
が
定

め
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の

表
に
お
い
て
同
じ
。）

六
十
二
年

事
務
次
官
（
外
交
領
事
事
務
に

従
事
す
る
職
員
で
人
事
院
が
定

め
る
も
の
を
除
く
。）

六
十
二
年

外
局
（
国
家
行
政
組
織
法
（
昭

和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十

号
）
第
三
条
第
三
項
の
庁
を
い

う
。
以
下
こ
の
表
に
お
い
て
同

じ
。）の
長
官

外
局
（
国
家
行
政
組
織
法
（
昭

和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十

号
）
第
三
条
第
三
項
の
庁
を
い

う
。）の
長
官

（
略
）

（
略
）

内
閣
審
議
官
の
う
ち
、
そ
の
職

務
と
責
任
が
事
務
次
官
又
は
外

局
の
長
官
に
相
当
す
る
も
の
と

し
て
人
事
院
が
定
め
る
も
の

郵
政
民
営
化
推
進
室
長
、
拉
致

問
題
対
策
本
部
事
務
局
長
、
Ｔ

Ｐ
Ｐ
等
政
府
対
策
本
部
の
首
席

交
渉
官
若
し
く
は
政
策
調
整
統

括
官
、
国
土
強
靱じ

ん

化
推
進
室
次

長
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

目

次

令和年月日 金曜日 第号官 報

〇
厚
生
労
働
省
令
第
八
十
五
号

統
計
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
五
十
六
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
国
民
生
活
基
礎
調
査
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
四
月
十
七
日

厚
生
労
働
大
臣

加
藤

勝
信

国
民
生
活
基
礎
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

国
民
生
活
基
礎
調
査
規
則
（
昭
和
六
十
一
年
厚
生
省
令
第
三
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

（
令
和
二
年
に
お
け
る
調
査
の
中
止
）

５

第
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
和
二
年
に
お
け
る
国
民
生
活
基
礎
調
査
は
、
行
わ
な
い
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

人
事
院
は
、
国
家
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
二
十
号
）
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則
一
一

八
（
職
員
の

定
年
）
の
一
部
改
正
に
関
し
次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

令
和
二
年
四
月
十
七
日

人
事
院
総
裁

一
宮
な
ほ
み

人
事
院
規
則
一
一

八

四
九

人
事
院
規
則
一
一

八
（
職
員
の
定
年
）
の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
一
一

八
（
職
員
の
定
年
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。



〔
省

令
〕

〇
国
民
生
活
基
礎
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
厚
生
労
働
八
五
）

〔
規

則
〕

〇
人
事
院
規
則
一
一

八
（
職
員
の
定
年
）

の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

（
人
事
院
一
一

八

四
九
）

〔
告

示
〕

〇
立
皇
嗣
の
礼
に
お
け
る
立
皇
嗣
宣
明
の
儀

及
び
朝
見
の
儀
に
つ
い
て
（
内
閣
三
）

〇
半
島
振
興
法
に
基
づ
く
産
業
振
興
促
進
計

画
を
認
定
す
る
件

（
総
務
・
農
林
水
産
・
国
土
交
通
三
）

〇
令
和
二
年
に
お
け
る
国
民
生
活
基
礎
調
査

の
調
査
の
期
日
、
調
査
票
及
び
調
査
票
等

の
提
出
期
限
を
定
め
る
件
を
廃
止
す
る
件

（
厚
生
労
働
一
八
四
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
一
八
八
〜
一
九
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
四
国
地
方
整
備
局
五
五
〜
六
三
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
九
〇
、
九
一
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

国
家
公
安
委
員
会

警
察
庁

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

人
事
院
規
則
二

四
（
人
事
院
の
職
員
に
対

す
る
権
限
の
委
任
）
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
昭
和
六
十
年
人
事
院
公
示
第
二
号
の
一

部
改
正
に
関
し
、
決
定
し
た
件

（
人
事
院
公
示
一
五
）

九
州
地
方
整
備
局
公
示（
九
州
地
方
整
備
局
）

北
海
道
開
発
局
公
示
（
北
海
道
開
発
局
）

労

働

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す

る
公
示
（
九
州
運
輸
局
最
低
賃
金
公
示
二
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁北

朝
鮮
特
定
貨
物
の
保
管
関
係

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
会
社
更
生
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

財
務
省
共
済
組
合
定
款
の
一
部
変
更
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他


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